




























































































一般規定を定める同法 30 条、利益相反行為の制限等を定める同法 31 条及び同法 32 条等の





説との間において乖離が生じていることを指摘した。ほか、本研究では、同法 31 条 2 項但
























反行為の制限等（同法 31 条及び同法 32 条）について、相互の関係を検討し、前者は強行
規定と考える必要があることを述べた。さらに、これらの規定については、同法 31 条につ
いて、受益権の取引を射程としていないこと、同法 31 条 2 項 1 号及び同法 32 条 2 項 1 号
について、信託行為の変更を相対的に容易に行いうる場合があることや特に善管注意義務
の射程との関係で問題が生じる可能性があること、同法 31 条 2 項 2 号及び同法 32 条 2 項
2 号について、取引の相当性についても受託者は疎明すべきこと等、個別の課題を指摘した。
さらに、これらの義務・制限については、主にイギリスの信託（法）からのインプリケー
ションとして、受託者の義務の根幹としての忠実義務を重視し、利益相反行為の制限等の
例外について、受託者から委託者・受益者に対する情報提供が重要性を増していることを
説いた。 
３、本論文の意義 
 本論文においては、旧信託法における受託者の善管注意義務、忠実義務等について学説
及び判例にあたり、その内容及び趣旨、性質を明らかとした。 
加えて、新たに制定された信託法の立法過程における受託者の善管注意義務、忠実義務
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及び利益相反行為の制限等について、その内容及び趣旨、性質を明らかとするとともに、
法制審議会信託法部会、国会における審議を余すところ無く検討し、その課題を明らかと
した体系的な研究であることに意義がある。 
そして、信託法について、受託者の注意義務の任意規定化には、義務の性質から導かれ
る限界があること、受託者の忠実義務は、立案担当者の解するところとは異なり、強行規
定と考えるべきこと、利益相反行為の制限等の例外のあり方について、個別に課題がある
ことを示した。 
 また、信託法のみならず、信託業法についても信託会社の善管注意義務、忠実義務、信
託財産に係る行為準則について、立法過程を詳細に検討し、その内容及び趣旨、制定経緯
を明らかとした。 
比較法の観点からは、イギリス及びアメリカにおける受託者の注意義務、忠実義務につ
いて、整理し、検討を行うとともに、その性質を明らかとした。このうち特に、前者につ
いては受託者の注意義務、新たに制定された 2000 年受託者法の制定経緯、受託者免責条項
の現状について、体系的整理を行った。また、受託者の忠実義務については、特に判例が
示す同義務の例外について、詳細な検討を行い、イギリスにおける信託との比較という観
点から、わが国における忠実義務、特に利益相反行為の制限の例外のあり方の課題を明ら
かとした。 
以上 
